
【参　　考】

· 一般会計とは
市税を主な収入源として、行政運営の基本的な経費や事務事業を網羅して経理する会計です。

例えば、高齢者や障がい者などの福祉施策、市営住宅などの住宅施策、小学校・中学校などの教育施策などが一般会計で計上されます。

大阪市では、このほかに８の政令等特別会計、３つの準公営企業会計及び2つの公営企業会計
があります。
· 税等とは
使途が特定されておらず、地方自治体の裁量によって使用できる財源であり、市税、地方消費税交付金、地方交付税、臨時財政対策債などが含まれます。
・地方交付税

すべての地方公共団体が一定の行政サービスを提供できるよう所得税等の国税の一定割合等により財源を保障するお金で、地方の固有財源です。

・臨時財政対策債

地方交付税で保障されるべきお金が足りない場合に、市が代わりに足りない分の借入れを行うお金のことです。

なお、借り入れたお金は後年度の地方交付税額の算定に反映されることになっています。
· 財政調整基金とは

不況による大幅な税収の落ち込みにより財源が不足する場合や、災害の発生による予期しない経費の支出などに備えて積み立てるもので、自治体の「貯金」のようなものです。
· 実質収支とは

当該年度に属する収入と支出との実質的な差額を見るもので、形式収支（＝当年度の歳入決算額－当年度の歳出決算額）から翌年度に繰り越す事業の財源を控除した額のことです。

· 普通会計との違い

９月に公表した普通会計決算見込は、総務省が全国の地方公共団体相互間で比較できるよう設定している会計区分であり、大阪市の場合、普通会計（公営事業会計を除くすべての会計）には一般会計のほかに特別会計の一部を含んでおり、また、統計処理上の取り扱いも一部異なるため、一般会計決算とは違った数値となっています。
・大阪市における普通会計
　　　　　　　　
一般会計　＋　　母子父子寡婦福祉貸付資金会計　　－　会計相互間の重複
　　　　　　　　心身障害者扶養共済事業会計
　　　　　　　　

　
・統計処理上の違い（市債残高）
　　　　　一般会計　⇒　満期時に一括して償還額全額を起債残高より減少
　　　　　普通会計　⇒　公債償還基金への毎年度積立額を起債残高より減少

